
第86期　定時株主総会

招集ご通知

証券コード：7871

令和２年６月18日（木曜日）
午前10時（受付開始予定時刻　午前9時20分）

福井市宝永3丁目1番1号
福井県国際交流会館　地下1階
多目的ホール
※��昨年と会場が異なっておりますので、末尾の
「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

日 時

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役5名選任の件

決議事項

場 所
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企業理念

中長期ビジョン

化学に立脚し、新たな価値を創造、提案する。
企業経営を通じて、地域に貢献し、環境共生型社会形成に寄与する。

新たな技術開発と市場創造に絶え間なく挑戦し、快適な社会の実現に 
貢献する。
一人一人の成長と企業の成長が一体となることで、喜びを実感できる 
フクビグループを目指す。

当社グループは、「化学に立脚し、新たな価値を創造・提案する」「企業経営を通じて、地域に貢献し、
環境共生型社会形成に寄与する」の企業理念のもと、プラスチックを中心とする異形押出成形技術を
コア技術として、常に新しい技術と製品の開発に専念し、企業価値の向上に努めてまいりました。
今後さらに、フクビの絶対主義、即ち「絶対品質、絶対スピード、絶対コスト」に裏付けられた製品
とサービスの提供を通して、お客様の企業価値の増大に貢献し、開発型メーカーとしての事業基盤を
一層強化してまいります。

この中長期ビジョンのもと、令和２年度から始まる新しい中期経営計画を策定するにあたり、フクビ
グループの10年後のありたい姿を設定、その姿を実現するためにどうすればよいかを考え、計画を策
定いたしました。

【会社の経営の基本方針】
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10年後のありたい姿

第６次中期経営計画（2020年度～2022年度）

・新たな分野に積極的に挑戦する。
・徹底的に差別化を図り、高収益化に挑戦する。
・社会的価値の創造により、持続的な企業価値向上に挑戦する。

暮らしを変える C r e a t o r s
一歩先をいく「安心」と「驚き」の価値を提供する

FUKUVI NEXT

◆中期経営計画については、本文P21～22をご参照ください。

・ グローバルビジネスの更なる展開
・ 新規分野の開拓
・ 新たな技術領域の発掘

成⻑分野への積極展開

・ 構造改革の実施
・ バリューチェーンを活かした 

高収益化
・ 効率化、合理化の推進

収益構造の改革推進に
よる利益の創造

・ 更なる人材基盤の強靭化
・ 確固たるグループ経営の確立
・ESG経営の実践

挑戦と変革を実現する
経営基盤の確⽴
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株主の皆さまへ

目　次

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申しあげます。
　ここに第86期定時株主総会招集ご通知をお届けするに
あたり、謹んでご挨拶申しあげます。
　第84期からの第５次中期経営計画「Vision2019　
CHALLENGE＆CHANGE　目指せ100年企業」が第86
期にて終了し、4月から新たに第６次中期経営計画
「FUKUVI�NEXT」がスタートいたしました。
　世界情勢が目まぐるしく変化し、新たなリスクの顕在
化で不透明感が一層高まりつつある中、しっかりと将来
を見据え、「挑戦」を大きな「強み」として、引き続き全
社一丸となって100年企業の土台を築き上げる年とした
いと思っております。
　新たな中期経営計画の着実な実行により、株主の皆さ
まのご期待にお応えできる企業へと成長を果たす所存で
ありますので、今後とも一層のご支援とご理解を賜りま
すようお願い申しあげます。

■�招集ご通知�……………………………… ４
■�株主総会参考書類�……………………… ６

（添付書類）
■�事業報告�…………………………………14
■�連結計算書類�……………………………47
■�計算書類�…………………………………49
■�監査報告書�………………………………51

代表取締役社長
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株主各位 福井市三十八社町33字66番地

代表取締役社長　八木　誠一郎

第86期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第86期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、令和２年６月17日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

記

以上

令和２年６月18日（木曜日）午前10時（受付開始予定時刻　午前９時20分）1. 日　　時
福井市宝永３丁目１番１号
福井県国際交流会館　地下１階　多目的ホール

2. 場　　所

1．�第86期（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．�第86期（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）計算書類報告の件

報告事項

第１号議案　剰余金の処分の件 
第２号議案　取締役５名選任の件

決議事項

3. 目的事項

敬具

証券コード��7871
令和２年６月１日

昨年と会場が異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。
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●� �当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

●� インターネットによる開示について
� 1．��連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本等

変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および定款の規定に基づき、下記の当社ホー
ムページに掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。上記のホームペー
ジ掲載事項は、会計監査人および監査役の監査の対象に含まれております。

� 2．��株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、当社ホーム
ページに掲載させていただきます。

当社ホームページ https://www.fukuvi.co.jp/
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議案および参考事項

株主総会参考書類

　当社は、長期展望に立ち、将来の事業展開に備え内部留保を充実させるとともに、安定配当の継
続を基本方針としております。
　この方針に基づき、第86期の期末配当につきましては、業績や今後の事業展開ならびに内部留
保の状況等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭
②　 株主に対する配当財産の割当てに

関する事項およびその総額
� �当社普通株式１株につき�
金10円00銭

� 総額　203,244,680円
� �既に１株あたり７円50銭の中間配
当を実施しておりますので、年間
配当金は１株あたり1７円50銭と
なります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
� 令和２年6月19日
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ご参考 配当金と配当性向の推移

※�第80期の中間配当金の内訳は、普通配当7円50銭、記念配当5円00銭と
なります。
※�第84期の期末配当金の内訳は、普通配当7円50銭、特別配当2円50銭と
なります。

■ 第１号議案　剰余金の処分の件
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■ 第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役10名のうち、八木　誠一郎、釆野　進、大畑　忠、奥島　孝康、大野　繁、加川　潤
一、柴田　寿裕の７名は本総会終結の時をもって任期満了となり、このうち奥島　孝康、大野
繁、および柴田　寿裕の３名はこれを機に退任いたします。つきましては、今後、経営と執行の
分離を見据えた経営体制の効率化とスピード化を図るために取締役を２名減員し、社外取締役１
名を含む５名の取締役の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 当社における地位
取締役

在任年数
（本総会終結時）

取締役会
出席状況

（平成31年度）

1 八
や

木
ぎ

　誠
せ い

一
い ち

郎
ろ う 代表取締役社長

執行役員 再 任   32年 ６回/６回
（100％）

2 釆
う ね

野
の

　　　進
すすむ 代表取締役副社

長執行役員 再 任 ６年 ６回/６回
（100％）

3 大
お お

畑
は た

　　　忠
ただし 代表取締役専務

執行役員 再 任 15年 ６回/６回
（100％）

4 南
な ん

保
ぼ

勝
まさる

新 任  社 外  独 立 ― ―

5 加
か

川
が わ

　　潤
じゅん

一
い ち

取締役執行役員 再 任 ６年 ６回/６回
（100％）

7
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八
や

木
ぎ

　誠
せ い

一
い ち

郎
ろ う

 （昭和34年11月22日生　満60歳）
候補者の有する当社株式：640,703株

候補者番号

1
取締役在任年数
（本総会終結時）
32年

取締役会出席状況
（平成31年度）
6回/6回
（100%）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和60年�7�月 当社入社
昭和63年�7�月 当社取締役
平成�9�年12月 当社営業本部長
平成10年�6�月 当社代表取締役専務取締役
平成14年�6�月 当社代表取締役社長
平成18年�6�月 当社代表取締役社長執行役員（現任）
令和�2�年�4�月 当社建材統括本部管掌（現任）

重要な兼職の状況
リフォジュール株式会社代表取締役会長
フクビハウジング株式会社代表取締役会長
アリス化学株式会社代表取締役会長
フクビ岡山株式会社代表取締役会長
FUKUVI�USA,INC.�取締役
FUKUVI�VIETNAM�CO.,LTD.�会長
FUKUVI�HOLDINGS（THAILAND）CO.,LTD.取締役
FUKUVI（THAILAND）CO.,LTD.取締役

取締役候補者の選任理由
八木誠一郎は、長年にわたり強いリーダーシップを発揮し、代表取締役社長として当社の運営を担ってまいりました。当
社の経営において豊富な経験と高い見識を有しており、当社取締役としての職務を適切に遂行できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

当社との特別の利害関係
取締役候補者八木誠一郎は、リフォジュール株式会社・フクビハウジング株式会社・アリス化学株式会社およびフクビ岡山
株式会社の代表取締役会長、FUKUVI�USA,INC.取締役、FUKUVI�VIETNAM�CO.,LTD.会長、FUKUVI�HOLDINGS
（THAILAND）CO.,LTD.取締役、ならびにFUKUVI（THAILAND）CO.,LTD.取締役を兼務しており、当社は各社との間に
製商品売買等の取引関係があります。

再 任 招
集
ご
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主
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釆
う ね

野
の

　　　進
すすむ

 （昭和27年８月17日生　満67歳）
候補者の有する当社株式：19,500株

候補者番号

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和51年�4�月 三井物産株式会社入社
平成10年�4�月 同社石油化学・汎用樹脂本部合成樹脂第一

部塩化ビニール室長
平成11年�5�月 同社石油化学・汎用樹脂本部合成樹脂第一

部エラストマー室長
平成12年10月 MITSUI�PLASTICS,INC.

Director�&�President
平成14年10月 三井物産株式会社合成樹脂本部産業材料事

業部長
平成18年�4�月 同社化学品第二本部化学品第二本部業務部

長
平成20年�4�月 同社化学品第二本部化学品第二本部副本部

長

当社との特別の利害関係
該当事項はありません。

取締役候補者の選任理由
釆野進は、総合商社で長年にわたり樹脂・化学品事業の統括担当や海外子会社の社長を務めるなど豊富な経験と幅広い見
識を有しており、当社取締役としての職務を適切に遂行できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

2
再 任

取締役在任年数
（本総会終結時）
６年

取締役会出席状況
（平成31年度）
6回/6回
（100%）

平成21年�4�月 同社執行役員機能化学品本部長
平成23年�4�月 同社執行役員MITSUI�&�CO.

（THAILAND）LTD.�
President

平成26年�4�月 当社入社顧問
平成26年�6�月 当社取締役執行役員社長補佐
平成28年�6�月 当社代表取締役専務執行役員社長補佐
平成30年�4�月 当社代表取締役副社長執行役員社長補佐兼

開発本部管掌兼精密事業部管掌
令和�2�年�4�月 当社代表取締役副社長執行役員社長補佐兼

精密事業本部管掌�兼�事業開発本部管掌（現
任）

9
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略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和55年�4�月 株式会社北陸銀行入行本店営業部
平成�8�年�1�月 同行ニューヨーク支店副支店長
平成12年�6�月 同行資金証券部副部長
平成13年�1�月 同行大阪支店統括副支店長
平成14年10月 同行福井松本支店支店長
平成16年�4�月 当社入社管理本部長付
平成17年�4�月 当社管理本部長
平成17年�6�月 当社取締役

平成18年�6�月 当社執行役員
平成22年�6�月 当社取締役常務執行役員
平成23年�6�月 当社リスク統括部長
平成25年�6�月 当社取締役専務執行役員
平成26年�4�月 当社経理部長
平成28年�6�月 当社代表取締役専務執行役員（現任）
平成29年�6�月 生産統括本部長（現任）

当社との特別の利害関係
該当事項はありません。

取締役候補者の選任理由
大畑忠は、金融機関での勤務経験や当社入社後は管理部門の担当を経て生産部門も担当するなど豊富な経験と幅広い見識
を有しており、当社取締役としての職務を適切に遂行できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

再 任

大
お お

畑
は た

　　　忠
ただし

 （昭和32年６月20日生　満62歳）
候補者の有する当社株式：11,700株

候補者番号

3
取締役在任年数
（本総会終結時）
15年

取締役会出席状況
（平成31年度）
6回/6回
（100%）
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南
な ん

保
ぼ

　　　勝
まさる

（昭和28年５月17日生　満67歳）

候補者の有する当社株式：0株

候補者番号

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和59年�4�月 株式会社福井経済経営研究所入社
平成�3�年�4�月 同社経営相談部主任調査役
平成�6�年�4�月 同社経済調査部経済調査課長
平成12年�7�月 株式会社福井銀行融資グループ審査チーム

経済調査担当
平成13年�4�月 福井県立大学地域経済研究所助手
平成16年�4�月 同大学地域経済研究所助教授
平成21年�4�月 同大学地域経済研究所教授
平成29年�4�月 同大学地域経済研究所所長（現任）

当社との特別の利害関係
該当事項はありません。

社外取締役に関する特記事項
1.�南保勝は社外取締役候補者であり、南保勝の選任が承認された場合は、東京証券取引所および名古屋証券取引所の各規則に
定める独立役員として両取引所に届け出する予定であります。
2.�当社は、定款に基づき、社外取締役全員との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任の責任限度額を同法第425条第１項
に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しており、南保勝の選任が承認された場合は、同様の契約を締結する予
定であります。

社外取締役候補者の選任理由
南保勝は、経済学博士としての豊富な経験・知見を有しており、当社の経営全般に対して助言をいただくため、社外取締
役として選任をお願いするものであります。また、南保勝は、地域経済論、地場産業論の権威であり、専門的な見識を有し
ていることから、当社に対しても提言をいただけるものと判断しております。

4

重要な兼職の状況
株式会社福井銀行社外取締役
日本銀行金融広報アドバイザー
福井労働局労働関係紛争担当参与
福井県民生協非常勤理事

社 外 独 立新 任

取締役在任年数
（本総会終結時）

ー

取締役会出席状況
（平成31年度）

ー

平成31年�4�月 同大学特任教授（現任）

11
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加
か

川
が わ

　　潤
じゅん

一
い ち

 （昭和34年１月１日生　満61歳）
候補者の有する当社株式：10,800株

候補者番号

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和56年�4�月 当社入社
平成15年�4�月 当社営業企画部長
平成18年�6�月 当社執行役員営業企画業務部長
平成22年�4�月 当社執行役員営業本部副本部長兼営業企画

統括部長
平成23年�4�月 当社執行役員情報システム企画室長
平成25年�4�月 当社執行役員生産統括本部副本部長兼生産

企画室長
平成25年�6�月 当社上席執行役員

当社との特別の利害関係
該当事項はありません。

取締役候補者の選任理由
加川潤一は、当社の営業部門から情報システム部門、更には生産部門を担当するなど豊富な経験と幅広い見識を有してお
り、当社取締役としての職務を適切に遂行できると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

5
再 任

取締役在任年数
（本総会終結時）
６年

取締役会出席状況
（平成31年度）
6回/6回
（100%）

平成26年�6�月 当社取締役（現任）
平成28年�4�月 当社執行役員生産統括本部副本部長兼生産

企画管理部長兼Ｓプロジェクト推進室長
平成28年12月 当社執行役員生産統括本部副本部長兼生産

企画管理部長兼本社工場長
令和�2�年�4�月 当社執行役員グローバル事業本部長兼CSE

事業本部管掌兼生産統括本部物流調達管理
部管掌（現任）
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氏名 当社における地位および担当
取締役
在任年数

（本総会終結時）

取締役会
出席状況

（平成31年度）

八
や ぎ

木　誠
せ い い ち ろ う

一郎 代表取締役�社長執行役員�兼�建材統括本部管掌 32年 6回/6回
（100%）

釆
う ね

野
の

　　　 進
すすむ 代表取締役�副社長執行役員�社長補佐

兼�精密事業本部管掌�兼�事業開発本部管掌 6年 6回/6回
（100%）

大
お お は た

畑　　　 忠
ただし

代表取締役�専務執行役員�生産統括本部長 15年 6回/6回
（100%）

岩
い わ ぶ ち

淵　　　 滋
しげる

取締役 社 外 � 独 立 7年 6回/6回
（100%）

諫
い さ

山
や ま

　　　 滋
しげる

取締役 社 外 � 独 立 1年 5回/5回
（100%）

南
な ん

保
ぼ

勝
まさる

取締役 ー ー

加
か

川
が わ

　　潤
じゅんいち

一 取締役�執行役員�グローバル事業本部長�
兼�CSE事業本部管掌�兼�生産統括本部�物流調達管理部管掌 6年 6回/6回

（100%）

豊
て

嶋
し ま

　　雅
ま さ

子
こ

取締役�執行役員�経営戦略本部長�兼�品質保証本部管掌 5年 6回/6回
（100%）

本議案が原案どおり承認可決されますと、取締役会の構成は次のとおりとなります。
なお、人数は、現在より２名減の、取締役８名（うち社外取締役３名）となります。

ご参考

以　上

新 任 独 立社 外

13
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事業報告（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

添付書類

企業集団の現況に関する事項

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続いたものの、企業収益は人
件費などのコスト増等が影響し弱含み傾向にあり、また輸出、生産も引き続き横這い圏で推移す
るなど回復の動きが鈍る展開となりましたが、個人消費は総じて緩やかに持ち直しており、景気
は弱いながらも回復基調が維持されていました。
一方、米中貿易摩擦や中国経済減速の長期化など海外情勢の不透明感が増す中、第４四半期以
降、中国を発端とした新型コロナウイルスの感染拡大により、世界的に景気が急速に下振れして
きており、日本でも企業収益、設備投資、個人消費、雇用情勢など多くの面で重大な影響が懸念
されています。今後、流行の終息まで、留意の必要な状況が続くものと予想されます。

住宅業界におきましては、消費税率引き上げに伴う需要減や融資審査の厳格化による貸家の落
ち込み幅が大きく、その結果、令和元年度の新設住宅着工戸数は、戸数884千戸（前年比7.3％
減）、床面積73,107千㎡（同4.5％減）となりました。

このような環境の下、当社グループでは、第５次中期経営計画
「Vision2019�CHALLENGE&CHANGE目指せ100年企業！」（2017年度～2019年度）
の最終年度として、下記の３つの基本方針に則り具体的施策を実践してまいりました。

・成長分野への積極展開
エンジニアリングセールス（技術提案型営業）の拡大を引き続き進め、高付加価値型製品の提
案活動により従来から推進している非住宅分野に更に注力、集合住宅や大型案件（一部オリンピ
ック関連施設を含む）への木粉入り樹脂建材・乾式二重床といったシステム建材の販売が伸長し
ました。
・生産性向上による利益の創造
生産性向上による収益の改善を図るため、働き方改革における事務作業（非営業工数）の削減
や、昨今の運送費高騰への対策および物流機能強化として加工拠点・在庫拠点の変更・梱包の簡
素化を実施する等の取組みを進めました。また業務の平準化やデジタルの活用による作業の合理
化、工場再編による生産効率の改善も図ってまいりました。
・挑戦と変革を実現する経営基盤の確立
中期経営計画に基づき整備された新人材育成制度や新昇格制度がスタートしており、順調に運
用されてまいりました。

以上により、当連結会計年度の売上高は412億65百万円と、前期に比べ0.6％の増収となりま
した。

（１）事業の経過およびその成果
1 招
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一方、利益面につきましては、車載用製品の売上減少による固定費負担割合増加や、深刻な人
手不足に伴う物流費の高騰などにより、営業利益11億68百万円（前期比33.9％減）、経常利益
13億97百万円（同29.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益9億46百万円（同29.8％減）
となりました。

当期の業績
連結業績

売上高 412億6千5百万円
前期比 0.6％増 

経常利益 13億9千7百万円
前期比 29.4％減

親会社株主に
帰属する
当期純利益

9億4千6百万円
前期比 29.8％減 

営業利益 11億6千8百万円
前期比 33.9％減 

15
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連結業績ハイライト

41,010 41,26540,17739,690

第 84期
（H30/3 期）

第 83期
（H29/3 期）

第 85期
（H31/3 期）

連結売上高（百万円）

第 86期
（R2/3 期）

1,978

1,397
1,5811,593

第 84期
（H30/3 期）

第 83期
（H29/3 期）

第 85期
（H31/3 期）

経常利益（百万円）

第 86期
（R2/3 期）

1,346

946

1,315
1,144

第 84期
（H30/3 期）

第 83期
（H29/3 期）

第 85期
（H31/3 期）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

第 86期
（R2/3 期）

65.30

46.10

63.79
55.49

第 84期
（H30/3 期）

第 83期
（H29/3 期）

第 85期
（H31/3 期）

１株あたり当期純利益（円）

第 86期
（R2/3 期）

（注）�1.� 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
� 2.� �「１株あたり当期純利益」は期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。
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25.3％25.3％

％74.7％

5,360

12,705

8,568

4,187

5,487

11,641

8,438

3,989

第85期 第86期

建築資材事業

主力の建築資材事業の売上は、308億20
百万円（前期比4.3％増）で、売上高全体の
74.7％を占めました。非住宅・リフォーム・
組織需要家の３つを重点分野と定めて、拡販
活動に取り組みました。
うち外装建材は、53億60百万円（同2.3%

減）でした。樹脂製瓦桟は順調に推移しまし
たが、換気部材、防水部材が伸び悩みました。
内装建材は、127億5百万円（同9.1％増）
でした。養生材・樹脂開口枠が順調に推移し、
また高性能断熱材フェノバボードの製造販売
を昨年１月に開始したことに伴い、売上は大

建築資材の内訳 主な商品・製品
■�外装建材　■�内装建材　
■�床関連材　■�システム建材 エコランバー（樹脂製瓦桟、写真①）、防水部材、換気部材など

外装建材
（百万円）

建築資材事業

売上高　10,444百万円売上高　30,820百万円
（百万円）

産業資材事業

29,556 30,820

前連結会計
年度比
4.3％

第85期 第86期

11,454 10,444
前連結会計
年度比
8.8％

第85期 第86期

（百万円）

事業別の状況

①

養生材、樹脂開口枠、フェノバボード（高性能断熱材、写真②）
など

内装建材

②

フリーフロア（乾式遮音二重床システム部材）、フリーアクセス
フロア（OAフロア材、写真③）など

床関連材

③

プラスッド（木粉入り樹脂建材、写真④）、空気循環式断熱シス
テム部材など

システム建材

④

17
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産業資材事業
産業資材事業の売上は、104億
44百万円（同8.8％減）で、売上高
全体の25.3％を占めました。
販売拡大に取り組んだ結果、住宅
設備部材や車輌部材は順調に推移し
ました。また、精密分野では低反射
パネルの技術革新による製品機能の
向上と顧客への付加価値の提供に注
力しておりますが、米中貿易摩擦
や、第４四半期の中国でのコロナウ
イルス蔓延に伴う工場操業停止によ
る自動車産業の落ち込みを受けて、
主軸の車載用製品が減少しました。

事業別売上高

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

事業別 分類 前連結会計年度
百万円

当連結会計年度
百万円

構成比
％

増減
百万円

増減率
％

建築資材

外装建材 5,487 5,360 13.0 ▲127 ▲2.3
内装建材 11,641 12,705 30.8 1,064 9.1
床関連材 8,438 8,568 20.8 129 1.5
システム建材 3,989 4,187 10.1 198 5.0

計 29,556 30,820 74.7 1,264 4.3
産業資材 ─── 11,454 10,444 25.3 ▲1,010 ▲8.8
合　　計 ─── 41,010 41,265 100.0 254 0.6

主な商品・製品

ハーツラスAR（高透明低反射パネル、写真⑥）など
精密化工品

住宅設備・窓枠（写真⑤）、車両用クーラーダクト、光ガ
イディングバーなど

窓枠・車両部材

きく伸長しました。
床関連材は、85億68百万円（同1.5％増）
でした。床支持具の売上が減少しましたが、
非住宅向け販売を積極的に推し進めたことに
より、OAフロア材や乾式遮音二重床システ
ム部材が順調に推移しました。

システム建材は、41億87百万円（同5.0％
増）でした。ビルダーや非住宅向けへのエン
ジニアリングセールスが奏功し、請負工事付
きの木粉入り樹脂建材の受注が売上増加に寄
与しました。

⑤

⑥
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　当連結会計年度中において実施いたしまし
た企業集団の設備投資等の総額は29億３百
万円で、主なものは次のとおりであります。
①当連結会計年度中に完成した主要設備
　（当社本社工場）
　　工場改修� 33百万円
　　電気工事・配管・排水工事
� 26百万円
　　押出・加工工程合理化設備
� ２億１百万円
　　原料工程合理化・生産拡大設備
� ７百万円
　　金型取得� 69百万円

　（当社坂井工場）
　　精密化工工場新設� ９億11百万円
　　精密化工設備� ６億23百万円
　　ＡＣ・ＲＣ・瓦桟生産設備� 32百万円

（２）設備投資等の状況
　（当社三方工場）
　　床材生産設備� 11百万円

　（当社岐阜加工センター）
　　加工工場新設� １億10百万円
　　加工設備� 18百万円

　（開発本部）
　　技術開発設備� １億26百万円
　　金型取得� 83百万円

② 当連結会計年度継続中の主要設備の新設、
拡充
　該当事項はありません。

③重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　該当事項はありません。

19
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（４）対処すべき課題
　世界経済は、中国で発生した新型コロナウイルスが世界へと感染が拡大しており、リーマン
ショック時よりも景気の後退が懸念されるなど、影響は計り知れず、先行きが不透明な状況にあ
ります。また、国内経済も緊急事態宣言や、各自治体による外出自粛の要請などが経済活動にも
大きな影響を与えており、消費行動の冷え込みが憂慮されます。
　事業別に見ますと、当社グループが軸足を置く建築資材事業では、新設住宅着工戸数は、少子
高齢化や世帯数の頭打ち等の影響により低迷しており、特に貸家は前年比二桁減と全体の数字を
押し下げております。この傾向は続くものと見込まれ、また昨年10月からの消費増税による反
動減や今般の新型コロナウイルスの影響も相まって、今後当市場が成長に転ずることは容易では
ないと想定しております。一方で生活スタイルの変化や、ZEH・IoTなどによる住宅性能の高度
化に伴い、住まいに求められるニーズは一段と多様となっており、当社グループはこれを新たな
価値を提供できるチャンスと捉え、商品の開発や顧客の開拓に取り組んでまいります。産業資材
事業においては、国内市場は縮小の傾向が続くと想定されるなか、当社グループとしましても自
社の強みに磨きをかけ、従来の垣根を超えて事業領域の拡大を図ってまいります。海外において
は、当社グループが市場としておりますアメリカとASEANも新型コロナウイルスの影響を受け
ており、それに伴いナフサ価格や為替相場など予測困難な状況が想定されるものの、終息後は再
び成長が見込める市場と考えております。
　このような環境下、当社グループは、今般策定いたしました第６次中期経営計画の基本方針に
則り、事業毎に定めた成長分野に対し設定した具体的施策を確実に実行することで、外部環境の
変化にも負けない新たな価値を創造し、持続的な利益創出に努める所存です。

　株主の皆さまにおかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあ
げます。

（３）資金調達の状況
　記載すべき事項はありません。
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営
　
業

①成⻑分野の顧客開拓推進
・エンジニアリングセールス（技術提案型営業）の拡大
②経営資源の最適配置
・建材成長分野への配置転換
③利益の伴った売上の拡⼤
・収益の可視化実現
④収益の向上、商流の革新
・請負工事付き建材の受注

生
　
産

①競争⼒の強化
・原価低減活動の推進
・工場再編による生産合理化
・現場主体のカイゼン活動=意識改革
②収益管理意識の向上
・収益進捗管理の細分化
③固有技術の創造と伝承
・業務の平準化
・OJTによる人材強化

開
　
発

①フクビ独自の新技術・新商品開発推進
・新技術開発：繊維強化複合材の技術確立（CFRP）
・新規性に拘った新商品の開発
②固有技術の創出
・原料技術の創造
③開発マネジメント⼒の強化
・開発のデータベース化

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

①⼈材育成
・階層別人材育成制度の再構築
・自己啓発推進
②評価基準の明確化と目標達成に対する適正評価
・機能別キャリアパスの明文化
③⼈材戦略推進
・人材戦略専任部門の設置
・人材情報のデータベース化

◆第５次中計の振り返り
機能別成果

成⻑分野への投資
【事業基盤】
・FVC新工場竣工
・精密事業新工場竣工
・建材請負の施工協力会の統合
・三方事業新ライン竣工
・岐阜加工センター増設竣工
・押出生産工場再編

【アライアンス、M＆A】
・積水化学工業フェノバボード事業譲受
・福井県工業技術センターとのCFRP技術の確立

【経営基盤】
・収益の可視化の実現
・人材育成への注力
・デジタル変革への取組み（AI,IoT,ERP,RPA,CRM等）
・IR活動推進
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第６次中期経営計画（2020年度～2022年度）

FUKUVI NEXT
一歩先をいく「安心」と「驚き」の価値を提供し続ける企業となるために

■ セグメント別戦略
第６次中期経営計画の基本方針に則り、サステナビリティの観点からフクビが捉える
社会課題の解決に向けて、各セグメント戦略のもと、事業の成⻑とサステナビリティ
の追求の両⽴を目指します。

建
築
資
材

産
業
資
材

１．成⻑分野への積極展開 2．収益構造の改革推進による 
利益の創造

3．挑戦と変革を実現する 
経営基盤の確⽴

①��原価低減推進�
(バリューチェーンを通じた�
顧客価値の最大化)

②��事業ポートフォリオの再構築�
(成長分野への経営資源のシフト)

③��省人化、合理化推進�
(IoT、FA機器の積極的活用）

④��金型技術の更なる向上�
（新規金型のQCD改善による受
注競争力・生産性の向上)

①��挑戦を後押しする人材育成、人
事制度の構築

②��実行スピードの向上を実現する
組織体制、推進体制の構築

③��10年後を見据えた社会課題の解
決に向けた取り組み推進

④��ITインフラの最大活用�
（グループ経営基盤の整備）

⑤��ガバナンス機能の強化�
（コンプライアンス・リスクマネ
ジメント機能、BCPの強化）

①��米国・ASEAN地域での建材ビジ
ネスの確立

②��成長分野（非住宅・リフォーム)
での市場占有率の向上

③��新たな市場への進出�
（製品展開）

①��グローバル市場での事業拡大�
（グローバルマーケティング強化）

②��注力分野（モビリティ分野、�
インフラなど）での事業拡大

③��成長分野への経営資源シフト

・新たな技術の創造と新規事業の拡⼤（M&Aを含む）・グループシナジーの最⼤化

■ 投資方針
「10年後のありたい姿」を実現するために持続可能な成⻑を果たすべく、第６次中期
経営計画の３つの基本方針に則り、最適な経営資源の配分を行ってまいります。

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

22

010_0679201102006.indd   22 2020/05/19   2:24:06



（５）財産および損益の状況の推移
　①企業集団の財産および損益の状況の推移

（注）�1.� 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
� 2.� �「１株当たり当期純利益」は期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。
� 3.� �「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号�平成30年２月16日）等を第85期の期首から適用しており、

第84期については遡及処理後の数値を記載しております。

期別

区分

第83期
（平成29年３月期）

第84期
（平成30年３月期）

第85期
（平成31年３月期）

第86期
（当連結会計年度）
（令和２年３月期）

売上高 （百万円） 39,690 40,177 41,010 41,265

経常利益 （百万円） 1,593 1,581 1,978 1,397
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 1,144 1,315 1,346 946

１株当たり当期純利益� （円） 55.49 63.79 65.30 46.10

総資産 （百万円） 46,221 48,266 48,386 47,132

純資産 （百万円） 29,037 30,623 30,983 30,682

期別
区分

第83期
（平成29年３月期）

第84期
（平成30年３月期）

第85期
（平成31年３月期）

第86期(当期)
（令和２年３月期）

売上高 （百万円） 37,013 36,826 38,382 38,650

経常利益 （百万円） 1,468 1,428 1,891 1,312

当期純利益 （百万円） 1,041 1,127 1,331 943

１株当たり当期純利益� （円） 50.48 54.67 64.54 45.97

総資産 （百万円） 42,777 44,320 44,714 43,799

純資産 （百万円） 26,261 27,452 28,012 27,969

　②当社の財産および損益の状況の推移

（注）�1.� 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
� 2.� �「１株当たり当期純利益」は期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。
� 3.� �「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号�平成30年２月16日）等を第85期の期首から適用しており、

第84期については遡及処理後の数値を記載しております。
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（６）重要な子会社の状況（令和２年３月31日現在）

（注）�1.� 出資比率は小数点第２位を四捨五入して表示しております。
� 2.� 出資比率欄の（　）内は、間接所有比率を内数で記載しております。
� 3.� 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

会社名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

リフォジュール株式会社 30百万円 90.0％ 天井材・内装材の施工および販売

フクビハウジング株式会社 200百万円 71.0％ 建築・土木資材の製造、加工および販売

アリス化学株式会社 15百万円 100.0％ FRP(繊維強化プラスチック)製品の製造
および販売

フクビ岡山株式会社 100百万円 100.0% フェノールフォーム断熱ボードの製造

FUKUVI�USA,INC. ５百万米ドル 75.9％
プラスチック製品並びにその他素材を含
むこれらに付帯関連する製品の製造、仕
入および販売

FUKUVI�VIETNAM�CO.,LTD. ７百万米ドル 86.7％ プラスチック製品並びにアルミ製品の製
造、加工および販売

FUKUVI�HOLDINGS�(THAILAND)
CO.,�LTD.

２百万
タイバーツ 49.0％ タイ国の関係会社に対する経営管理全般

FUKUVI�(THAILAND)�CO.,�LTD. 70百万
タイバーツ

74.0％
(25.0％) 建築資材・産業資材の製造および販売
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（７）主要な営業所および工場（令和２年３月31日現在）

①当社 本社 福井県

支店 東京、大阪、名古屋、福岡、札幌

営業所 盛岡、仙台、新潟、宇都宮、北関東（埼玉県）、西東京（東京都）、神奈川、京都、
岡山、広島、高松、鹿児島、静岡、北陸（福井県）

出張所 千葉、沖縄

工場 本社（福井県福井市）、坂井（福井県坂井市）、三方（福井県三方上中郡）、あわら
バイオマス（福井県あわら市）、岐阜加工センター（岐阜県各務原市）

②子会社 リフォジュール株式会社 福井県

フクビハウジング株式会社 岩手県

アリス化学株式会社 福井県

フクビ岡山株式会社 岡山県

FUKUVI�USA,�INC. 米国オハイオ州

FUKUVI�VIETNAM�CO.,�LTD. ベトナム社会主義共和国ドンナイ省

FUKUVI�HOLDINGS�(THAILAND)�CO.,�LTD. タイ王国バンコク市

FUKUVI�(THAILAND)�CO.,�LTD. タイ王国バンコク市

25
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（８）従業員の状況（令和２年３月31日現在）

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　記載すべき事項はありません。

　①企業集団の状況
セグメントの名称 従業員数(名)

建築資材 531［�� 86�］

産業資材 347［�� 53�］

全社（共通） 104［�� � 8�］

合　　計 982［�147�］

（注）�1.� �従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載
しております。

� 2.� 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
� 3.� 全社（共通）は、提出会社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

セグメントの名称 従業員数(名)

建築資材 412［�� 58�］

産業資材 232［�� 37�］

全社（共通） 104［�� � 8�］

合　　計 748［�103�］

（注）�1.� �従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載
しております。

� 2.� 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
� 3.� 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　②当社の状況
従業員数（名）� 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

748　[�103�] 40.8 18.2 5,809,120
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株主名 持株数
（株）

持株比率
（％）

株式会社八木熊 2,574,140 12.67
長瀬産業株式会社 2,464,308 12.12
日本トラスティ・サー
ビス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信
託分・三井化学株式会
社退職給付信託口）

1,855,885 9.13

三井物産プラスチック
株式会社 983,220 4.84

株式会社福井銀行 710,300 3.49
昭和興産株式会社 669,573 3.29
八木誠一郎 640,703 3.15
株式会社北陸銀行 624,900 3.07
蝶理株式会社 600,382 2.95
八木信二郎 540,581 2.66

会社の株式に関する事項（令和２年３月31日現在）

（１）発行可能株式総数 63,000,000株
（２）発行済株式の総数 20,324,468株

（自己株式363,957株を除く）
（３）株主数 2,567名
（４）大株主（上位10名）

（５） その他株式に関する重要な事項

（注）�1．�持株比率は小数点第３位を四捨五入しております。�
2．�持株比率は自己株式を控除して計算しております。

■ 証券会社
19名
0.8％■ 金融機関

13名
0.5％

■ その他法人
100名
3.9％

■ 外国人
39名
1.5％

■ 個人その他
2,396名
93.3％

所有者別
株式分布

合計
2,567名

2

　記載すべき事項はありません。
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会社役員に関する事項
（１）取締役および監査役の氏名等（令和２年３月31日現在）

3

氏名 地位 担当および重要な兼職の状況

八木　誠一郎 代表取締役
社長執行役員

リフォジュール株式会社�代表取締役会長
フクビハウジング株式会社�代表取締役会長
アリス化学株式会社�代表取締役会長
フクビ岡山株式会社�代表取締役会長
FUKUVI�USA,INC.�取締役
FUKUVI�VIETNAM�CO.,LTD.�会長
FUKUVI�HOLDINGS�(THAILAND)�CO.,�LTD.�取締役
FUKUVI�(THAILAND)�CO.,�LTD.�取締役

釆野　　　進 代表取締役
副社長執行役員 社長補佐�兼�開発本部管掌�兼�精密事業部管掌

大畑　　　忠 代表取締役
専務執行役員 生産統括本部長�兼�資材部長

岩淵　　　滋 取締役 群栄化学工業株式会社�社外取締役

奥島　　孝康 取締役

株式会社フジ・メディア・ホールディングス�社外監査役
白鷗大学学長
(公財)ボーイスカウト日本連盟�理事長
(公財)パブリックヘルスリサーチセンター�理事長
(特非)富士山クラブ�会長
(公財)大川情報通信基金�理事長

諫山　　　滋 取締役 三井化学株式会社�常勤監査役
大野　　　繁 取締役執行役員 営業本部長
加川　　潤一 取締役執行役員 生産統括本部�副本部長�兼�商品物流管理部管掌
柴田　　寿裕 取締役執行役員 企画管理本部長
豊嶋　　雅子 取締役執行役員 企画管理本部�副本部長�兼�品質保証本部管掌
川瀬　慎一郎 常勤監査役
玉井　三千雄 監査役 あおぞら経営税理士法人代表社員
藪原　　孝夫 監査役 藪原孝夫税理士事務所

（注）1.� 取締役岩淵滋、奥島孝康および諫山滋は、社外取締役であります。
� 2.� 監査役玉井三千雄および藪原孝夫は、社外監査役であります。
� 3.� �当社は、取締役岩淵滋、奥島孝康および諫山滋を、東京証券取引所および名古屋証券取引所の各規則に定める独立役員として

それぞれ両取引所に届け出ております。
� 4.� �当社は、監査役玉井三千雄および藪原孝夫を、東京証券取引所および名古屋証券取引所の各規則に定める独立役員としてそれ

ぞれ両取引所に届け出ております。
� 5.� �監査役玉井三千雄は公認会計士の資格を有しており、また藪原孝夫は税理士の資格を有しており、それぞれ財務および会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。
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� 6.� �令和元年６月19日開催の第85期定時株主総会において、諫山滋が取締役に新たに選任され、就任いたしました。
� 7.� �令和元年６月19日開催の第85期定時株主総会において、川瀬慎一郎が監査役に新たに選任され、就任いたしました。
� 8.� �当事業年度中に任期満了により退任した取締役は次のとおりであります。

氏名 退任時の担当および重要な兼職の状況 退任日
越部　　　実 取締役 令和元年6月19日

� 9.� �当事業年度中に任期満了により退任した監査役は次のとおりであります。
氏名 退任時の重要な兼職の状況 退任日

高畑　慎一郎 令和元年6月19日

� 10.� �令和２年４月１日付で次のとおり異動がありました。
氏名 異動後の会社における地位 異動後の担当

八木　誠一郎 代表取締役社長執行役員 建材統括本部管掌
釆野　　　進 代表取締役副社長執行役員 社長補佐�兼�精密事業本部管掌�兼�事業開発本部管掌
大畑　　　忠 代表取締役専務執行役員 生産統括本部長
大野　　　繁 取締役執行役員

加川　　潤一 取締役執行役員 グローバル事業本部長�兼�CSE�事業本部管掌�
兼�生産統括本部�物流調達管理部管掌

柴田　　寿裕 取締役執行役員
豊嶋　　雅子 取締役執行役員 経営戦略本部長�兼�品質保証本部管掌

（２）取締役および監査役の報酬等の額

役員区分 対象となる
役員の員数(人)

報酬等の総額
（百万円） 基本報酬 譲渡制限付

株式報酬費用
役員退職慰労
引当金繰入額

役員退職
慰労金

取締役
（社外取締役を除く） 7 174 141 25 8 ―

監査役
（社外監査役を除く） 2 14 13 ― 0 0

社外取締役 4 11 11 ― ― ―
社外監査役 2 7 7 ― ― ―

（注）1.� 上記金額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。
� 2.� �上記には、当事業年度中に退任した取締役１名および監査役１名を含んでおります。
� 3.� �上記の役員退職慰労金には、当事業年度および過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金繰入額を除いております。
� 4.� �取締役の報酬限度額は、平成18年６月22日開催の第72期定時株主総会において、年額300百万円以内と決議されておりま

す。また、取締役の報酬限度額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬制度について、令和元
年６月19日開催の第85期定時株主総会において、年額100百万円以内と決議されております。

� 5.� �監査役の報酬限度額は、平成18年６月22日開催の第72期定時株主総会において、年額36百万円以内と決議されております。
� 6.� �令和元年６月19日開催の第85期定時株主総会において、役員退職慰労金廃止に伴い打切り支給することが決議されておりま

す。上記報酬額に含まれる役員退職慰労引当金の増加額は、役員退職慰労金制度廃止以前に計上したものであります。29
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（３）社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係

区分 氏名 兼職先法人等 兼職の内容 関係
社外取締役 岩淵　　　滋 群栄化学工業株式会社 社外取締役 なし

社外取締役 奥島　　孝康

株式会社フジ・メディア・ホールディングス
白鷗大学
(公財)ボーイスカウト日本連盟
(公財)パブリックヘルスリサーチセンター
(特非)富士山クラブ
(公財)大川情報通信基金�

社外監査役
学長
理事長
理事長
会長
理事長

なし

社外取締役 諫山　　　滋 三井化学株式会社 常勤監査役 あり
（注）

社外監査役 玉井　三千雄 あおぞら経営税理士法人 代表社員 なし
社外監査役 藪原　　孝夫 藪原孝夫税理士事務所 なし

②社外役員の主な活動状況

（注）�当社では、他の日程と重なる等でやむを得ず取締役会に出席できない社外役員に対しても、事前の資料配布や審議事項に関する意
見聴取により、取締役会での決議・報告事項に関与できる環境を整えています。

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 岩淵　　　滋 当事業年度開催の取締役会６回全てに出席し、経験豊富な経営者の観点か
ら、取締役会の意思決定のための助言、提言を行っております。

社外取締役 奥島　　孝康
当事業年度開催の取締役会６回のうち５回に出席し、大学元総長、法学博士
としての豊富な識見から、取締役会の意思決定のための助言、提言を行って
おります。

社外取締役 諫山　　　滋 就任後開催の取締役会５回全てに出席し、経験豊富な経営者の観点から、取
締役会の意思決定のための助言、提言を行っております。

社外監査役 玉井　三千雄
当事業年度開催の取締役会６回全てに出席しております。また、当事業年度
開催の監査役会６回全てに出席しており、主に公認会計士としての専門的見
地からの発言を行っております。

社外監査役 藪原　　孝夫
当事業年度開催の取締役会６回全てに出席しております。また、当事業年度
開催の監査役会６回全てに出席しており、主に税理士としての専門的見地か
らの発言を行っております。

（注）�諫山滋氏は、三井化学株式会社の常勤監査役であります。当社は同社との間に原材料仕入等の取引関係があります。なお、同社は
当社に9.13%の出資を行っております。
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③責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外役員全員と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額として
おります。

会計監査人の状況4

（１）会計監査人の名称
　太陽有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等
　22百万円
② 当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　22百万円
（注）�1.� �当監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前事業年度

監査実績の分析・評価、当事業年度の監査計画における監査時間・配員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の相
当性等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

� 2.� �当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

� 3.� �当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、当監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら
れる場合に、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監
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査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況5

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①�取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、「文書取扱規程」に従い適切に保存およ
び管理（廃棄を含む。）し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直しを行います。
②�取締役会議事録および稟議決裁書類につきましては、各々「取締役会規程」、「稟議決裁規程」
の定めに従い、適時適切に作成のうえ、保存および管理を行います。
③�取締役が職務の執行過程において決定、発生した重要な会社情報につきましては、適時開示
規則（東京証券取引所）に定める決定事実・発生事実・決算情報等に該当するか否かを開示
委員会で速やかに確認の後、同規則に則って適切に管理のうえ開示します。
④�重要な営業秘密につきましては、“資産の保全”�の観点から、「営業秘密管理規程」に則り、
知的財産等を適切に管理し、漏洩を防止します。
⑤�職務の執行上、重要な非公開情報の受渡しを必要とする場合には、秘密保持契約を締結し、
損害の発生を回避します。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①�当社は、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置し、監査部門担当役員が
同室長として、その業務を管掌します。
②�内部監査室は、定期的に業務監査実施項目および実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏が
ないか確認し、必要に応じて監査方法の改訂を行います。
③�内部監査室の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為
が発見された場合には、発見された危険の内容およびその危険がもたらす損失の程度等につ
いて直ちに担当部署に通報するとともに、トップマネジメント、取締役会、監査役に報告し
ます。
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（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①�経営理念と経営方針を機軸に、中期経営計画が策定され、年度計画に落とし込みます。各業
務執行部門は年度計画（予算）の実現のため、活動計画を作成、実行します。
②�企画管理本部経営企画部は、業務執行部門と協議のうえ、資源配分（人的資源、投入経費）
の最適化を図り、予算の達成に向けた事業態勢を整備します。
③�常務会は、常勤の取締役および監査役をメンバーとして開催され、経営目標の進捗状況を確
認、点検するとともに、経営の重要事項（取締役会付議事項を除く。）について機関決定を
行います。
④�業務執行においては、「取締役会規程」により定められている付議事項についてはすべて取
締役会で審議することを遵守し、その際には、経営判断の原則に基づき、事前に議題に関す
る十分な資料を全役員に配布します。
⑤�日常の職務執行に際しては、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等に基づき権限の委譲を行い、
各レベルの責任者が「稟議決裁規程」等の意思決定ルールに則り業務を遂行します。

④�内部監査室の活動を円滑にするために、リスク管理方針、関連する個別規程（「与信管理規
程」、「経理規程」等）、ガイドライン、マニュアル等の整備を各業務執行部門に求め、また、
内部監査室の責任と権限を全従業員（執行役員を含む。以下同様。）に周知徹底することに
より、損失の危険を発見した場合には、直ちに内部監査室に報告されます。
⑤�リスク管理を所管する部署として、リスク統括部を設置します。リスク統括部は、会社が包
蔵するリスクを抽出し、監視するとともに、リスク・エクスポージャーに重要な変化を感知
した場合には、経営会議に報告します。
⑥�自然災害、事故あるいは事件が発生した場合には、「安全衛生緊急事態対応実施規程」、「品
質管理委員会規程」、「防火管理規程」等の関連規程の定めに従って、損失・被害等の状況に
つき速やかに所管取締役宛に報告を行います。対応については、必要に応じて代表取締役社
長を委員長とする緊急対策委員会を招集のうえ、決定します。
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（４）従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①代表取締役社長の直轄組織としてコンプライアンス事務局を企画管理本部総務部内に設置
し、コンプライアンス・プログラム策定に係る基本方針の決定等、コンプライアンス態勢の
基盤整備を行います。
②全従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、企画管理本部管掌取締役をコンプライアンス
担当役員とし、その責任のもと、「コンプライアンス規程」および「コンプライアンス・マ
ニュアル」を作成するとともに、全従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の
報告体制としての内部通報制度を構築します。
③「コンプライアンス・マニュアル」は、労働安全衛生法、不正競争防止法、独占禁止法、イ
ンサイダー規制等の身近な法令について平易に解説することにより、遵法マインドの醸成を
図ります。
④万一、法令等に抵触する事態が発生した場合には、その内容・対処案がコンプライアンス担
当役員を通じトップマネジメント、取締役会、監査役に報告される態勢を構築します。
⑤コンプライアンス担当役員は、「コンプライアンス規程」に従い、担当部署にコンプライア
ンス推進責任者その他必要な人員配置を行い、かつ、「コンプライアンス・マニュアル」の
実施状況を管理・監督します。また、従業員に対して適切な研修体制を構築するとともに、
内部通報ガイドラインならびに内部通報窓口およびコンプライアンス相談窓口の更なる周知
徹底を図ります。
⑥独立性の高い社外役員（取締役、監査役）を選任することにより、従業員ならびに、常勤取
締役の職務執行に対する監視、監督機能の強化を図ります。
⑦反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、仮に、不当要求があった場合には、警察、弁護士等
の外部専門機関と連携して拒絶する旨「反社会的勢力による被害の防止ルール」に定めてい
ます。
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（５）  次に掲げる体制その他の当社およびその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」
という）における業務の適正を確保するための体制

(5)－1． 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①当社は、「関係会社管理規程」に基づき、企画管理本部経営企画部が、子会社を統括的に管
理します。また、重要な業務課題については、関連の所管本部宛に、事前協議ならびに状況
報告を行うことになっています。
②国内子会社の社長は、毎月開催の経営会議に出席のうえ、業績報告とともに、重要な経営課
題の有無ならびにその状況について報告します。
③海外子会社の社長は、上記の報告を当社の社長他関連部門長宛に毎月、行います。また、当
社の社長および内部監査室は、現地ミーティングあるいは監査を通じて、職務の執行状況の
把握に努めます。

(5)－2． 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①内部監査室は、内部監査に関する取決めに従い、子会社のリスク情報の有無を定期的に監
査、監視します。
②内部監査室は、子会社に損失の危険が発生し、これを把握した場合には、直ちに発見された
損失の危険の内容、発生する損失の程度および当社に対する影響等について、当社の取締役
会および担当部署に報告します。
③また、企画管理本部経営企画部は、毎月の経営会議で報告された子会社の業績等の中で、異
常値を発見した場合には、直ちに、原因を究明のうえ、必要に応じて対策を講じます。

(5)－3． 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社では、子会社は、自主独立の精神をもって、安定的な発展を図ることを基本原則として
おります。従って、「稟議決裁規程」に準じ、子会社の社長に一定の権限委譲を行い、迅速
な意思決定の行える経営環境を整備しています。
②業務運営計画については、毎年、業績目標および基本戦略を、当社企画管理本部経営企画部
が確認し、必要に応じて事業リスクの影響度を検証しています。
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③営業本部、生産統括本部、品質保証本部および企画管理本部等は、所管業務の立場から、子
会社の業務運営状況を把握し、効率的にその経営目標が達成できるように助言、指導、支援
に努めています。

(5)－4． 子会社の取締役等および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制

①内部監査室は、子会社の事業特性を十分に理解のうえ、その取締役および従業員の法令遵守
の状況を定期的に点検し、当社グループとして法令遵守の体制が構築・堅持されるように監
視ならびに指導を行います。
②当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、監査役および内
部監査室長は、子会社の内部監査室またはこれに相当する部署と、定期的な内部監査を通じ
て十分な情報交換を行っています。

（６）  監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す
る事項

（７）監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項

①監査役の職務を補助すべき部署として内部監査室を設置し、同室に専任の従業員を３名以上
配置します。
②内部監査室の構成員数、配置する従業員の人選等の具体的内容については、監査役の意見を
十分に考慮し、人事担当取締役その他関係各方面の意見も確認して決定します。

①監査役の職務を補助すべき従業員は、監査役の指揮命令下に置かれています。
②監査役の職務を補助すべき従業員である内部監査室スタッフの任命・異動・評価について
は、監査役会の意向を尊重します。

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

36

010_0679201102006.indd   36 2020/05/19   2:24:07



（９）次に掲げる体制その他の当社の監査役への報告に関する体制
(9)－1． 当社の取締役および従業員が監査役に報告をするための体制
①取締役および従業員は、監査役会の定めに従い、各監査役から要請があれば必要な報告およ
び情報提供を適時適切に行います。
②前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりとします。
Ａ．当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
Ｂ．当社の子会社の監査役および内部監査部門の活動状況
Ｃ．当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更
Ｄ．業績および業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容
Ｅ．内部通報制度の運用および通報の内容
Ｆ．社内稟議書および監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け
③内部監査室、コンプライアンス事務局および内部通報窓口担当は、法令定款に対する違反行
為あるいはリスク顕在化の事実を確認した場合、またはその惧れが高いと判断した場合、代
表取締役社長等への報告と同時に、直接かつ速やかに監査役に報告します。

(9)－2． 子会社の取締役・監査役等および従業員またはこれらの者から報告を受けた者が当社の
監査役に報告をするための体制

①内部通報制度（ホットライン）は、子会社の取締役・監査役等および従業員も利用可能であ
り、通報があった場合には、責任担当である当社総務部長は、監査役、内部監査室長および
企画管理本部長に報告を行います。
②子会社の監査役、当社の監査役、内部監査室長、企画管理本部長およびリスク統括部長は、

（８）監査役の職務を補助すべき従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
①内部監査人としての内部監査室を、監査役の職務を補助すべき部署と位置付けています。
②監査役と内部監査室は、制度的に支障のない限りにおいて、監査情報を交換し、問題意識を
共有します。
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（10）  監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

（11）  監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

（12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①当社は、コンプライアンス経営の強化を目的として「公益通報者保護規程」を定め、通報者
等が相談または通報したことを理由として、いかなる不利益な取扱いも行ってはならないと
規定しています。
②また、万一、通報者等に対して不利益な取扱いや嫌がらせ等を行った場合には、該当者を就
業規則に従って処分します。

①監査役が、その職務の執行のため費用の前払等を請求したときは、請求に係る費用が当該監
査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに支払います。
②年度予算は、監査役の職務執行費用を円滑に支弁するための自主計画予算を織り込んで策定
します。

①当社グループの取締役等は、会社法に定める監査役の位置付けおよび監査役の権限を正しく
理解し、その要請には迅速かつ適切に対応します。
②会社は、当局から示達された“財務報告に係る内部統制の評価および監査の基準”�ならびに
“財務報告に係る内部統制の評価および監査に関する実施基準”�に明記されている監査役およ
び内部監査人（当社では、内部監査室が該当部署）の役割と責任が、円滑に遂行される環境
を整備します。
③一方、監査役および内部監査室は、自身の役割と責任の重さを自覚し、リスクアプローチに
基づく監査を効率的かつ実効的に完遂できるよう、平素より監査手法の研磨に努めます。

半期毎に情報交換会を開催し、主に、子会社が包蔵するオペレーショナル・リスクおよびコ
ンプライアンス・リスクについて協議します。

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

38

010_0679201102006.indd   38 2020/05/19   2:24:07



（１）  取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための取組
みの状況

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

①コンプライアンス担当役員である企画管理本部管掌取締役の責任のもと作成した「コンプラ
イアンス・マニュアル」を全従業員に配付するとともに、適切な研修体制を構築して遵法精
神の徹底を図っています。
②コンプライアンス重視の企業風土の一層の醸成に資するべく、「コンプライアンス・チェッ
クリスト」による自己点検を毎年定期的に実施し、各部門ごとの活動状況の把握とともに、
継続的な活動の推進を図っています。
③また、内部通報体制については、内部通報窓口およびコンプライアンス相談窓口を設け、全
従業員に周知を図っています。同時に、通報者のプライバシーを厳重に保護するとともに、
通報行為を理由として不利益を課さないことを規定して運用しています。

（２）損失の危険の管理に関する取組みの状況
①内部監査室は、金融商品取引法に基づく内部統制の独立的評価を実施するとともに、別途、
往査にて業務監査および内部統制監査を行い、それらの結果を定期的に、または危険の内容
の程度によって直ちに、当社の代表取締役社長に報告を行うほか、監査関連部門連絡会（企
画管理本部長、リスク統括部長、監査役等が出席）で情報共有を図っています。
②リスク統括部は、会社が包蔵するリスクを抽出し監視するとともに、リスク・エクスポージ
ャーに重要な変化を感知した場合には、取締役会、常務会等で報告しています。
なお、四半期ごとに総合リスク管理報告を関係者に配信することにより、リスクが顕在化す
る前にリスクの兆候を察知し必要な措置を講じるよう注意喚起を促しています。

④監査役は、監査体制の実効性を高めるため、当社の代表取締役社長および会計監査人と定期
的に意見交換を行います。
⑤監査役会が必要と認めた場合には、弁護士、会計士その他の専門家との連携を図ります。
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（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための取組みの状況

（４）子会社を含む当社グループにおける業務の適正を確保するための取組みの状況

①中期経営計画を年度計画に落とし込み、常務会および経営戦略会議で進捗を管理していま
す。
②取締役会規程により定められている付議事項は、すべて取締役会で審議しており、その際に
は必要な資料を事前に全役員に配布しています。
③日常の職務執行に際しては、適切に権限の委譲を行い、各レベルの責任者が「稟議決裁規程」
等の意思決定ルールに則り業務を遂行しています。

①企画管理本部が子会社を統括的に管理しています。
②国内および海外の子会社社長は、年に一度開催される全社部門長会議にて、年度方針と計画
を発表しています。
③国内子会社の社長は、毎月の業績および重要な経営課題を月例の常務会にて報告しています。
また、海外子会社の社長は、上記の報告を当社の代表取締役社長、窓口であるグローバル事
業推進室ならびに他関連部門長宛てに毎月、行っています。
④当社の代表取締役社長および内部監査室等は、現地ミーティングまたは監査を通じて、海外
子会社の職務の執行状況把握に努めています。
⑤営業本部、生産統括本部、品質保証本部および企画管理本部等は、所管業務の立場から、子
会社の業務運営状況を積極的に把握し、必要に応じて指導、支援に努めています。

（５）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための取組みの状況
①監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されており、これにアドバイザーとし
て顧問１名を加えた形で定期的に開催され、監査に関する重要な事項について報告を受け、
協議・決議を行っています。
②また、監査役は、代表取締役社長、内部監査室長および企画管理本部長ならびに会計監査人
と定期的に会合し、監査情報の共有を図るとともに、内部統制の整備・運用状況などについ
て意見交換を行っています。
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株式会社の支配に関する基本方針6

（１）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、公開会社である以上、当社株主の判断は、当然に個々の株主の自由意思に基づき、株
式市場における自由な売買取引を通じて具現されるものと考えております。従いまして、たとえ
大規模買付者から当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合でも、これに応じるべきか
否かの判断は、最終的には当社株式を保有する個々の株主の判断に委ねられるべきものであると
考えます。
とはいえ、大規模買付行為の中には、①真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、
株価をつり上げて高値で会社または会社関係者に引き取らせるもの、②会社経営を一時的に支配
して、当該会社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業情報、主要取引先・顧客等を当
該買収者やそのグループ会社等に移譲させるもの、③会社経営を支配した後に当該会社の資産を
当該買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資とするものなど、その目的等からみ
て、必ずしも企業価値および株主の共同の利益の維持・向上に資するとはいえないものが存在し
ます。
当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある当
社株式の大規模買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の
決定を支配する者としては適切でないと考えます。

41

010_0679201102006.indd   41 2020/05/19   2:24:07



（２）  当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実
現に資する特別な取組み

(2)－1． 当社における企業価値向上への取組み
企業理念と経営の基本姿勢
当社グループは、「化学に立脚し、新たな価値を創造、提案する」、「企業経営を通じて、地域
に貢献し、環境共生型社会形成に寄与する」の企業理念のもと、プラスチックを中心とする異形
押出成形技術をコア技術として、常に新しい技術と製品の開発に専念し、企業価値の向上に努め
てまいりました。
今後さらに、フクビの絶対主義、即ち「絶対品質、絶対スピード、絶対コスト」に裏付けられ
た製品とサービスの提供を通して、お客様の企業価値の増大に貢献し、開発型メーカーとしての
事業基盤を一層強化していくために、新中期経営計画（平成30年３月期～令和２年３月期）を
策定いたしました。
当中期経営計画では「新たな技術開発と市場創造に絶え間なく挑戦し、快適な社会の実現に貢
献する」「一人一人の成長と企業の成長が一体となることで、喜びを実感できるフクビグループ
を目指す」というグループビジョンを掲げ、これらを実現すべく３つの基本方針を策定していま
す。
①成長分野への積極展開
②生産性向上による利益の創造
③挑戦と変革を実現する経営基盤の確立
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当社グループは、上記諸施策を推進することで100年企業への基盤づくりを行い、さらには、
地域・社会に貢献する経営を継続することで、常にステークホルダーに信頼され、選ばれ続ける
企業を目指します。

(2)－2． コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組み
当社グループにおきましては、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を経営の最重要課題の
一つと位置付けております。グループにとっての重要なステークホルダーであります株主、取引
先および従業員にとっての企業価値の持続的な向上を図り、さらに、企業経営を通じて地域に貢
献するなどの企業の社会的責任、社会的使命を果たしていくためにも、
①�意思決定機能と業務執行機能の分離による効率的な企業経営の実践
②�監視・牽制機能強化による企業経営の透明性・公正性の向上
③�内部統制システム構築による適時かつ的確なリスクコントロール態勢の整備
④�役職員の企業倫理・遵法マインドの徹底的な高揚
を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化に向け不断の努力を続けております。

＜会社の機関の基本説明＞
当社は、取締役会および監査役会を設置しており、会計監査人の会計監査を受けております。
取締役会は、業務執行に専念する執行役員を選任し、関係会社を含む個別の事業部門および重
要特命事項を執行役員を含む幹部社員が一貫して運営する体制をとっております。
取締役会は、令和２年３月31日現在、社外取締役３名を含む10名で構成されており、監査役
会は、社外監査役２名を含む３名で構成されています。
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＜会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況＞
取締役会につきましては、定例・臨時の別を問わず、監査役出席のうえ開催されております。
また、全社的課題について適時適切かつ十分な情報提供と自由闊達な意見交換を行うことを目的
として、取締役会と同一構成員による協議会を定例的に開催しているほか、毎月開催され、決議
機能を有する常務会にも監査役が出席することにより、経営の透明性と監視体制の一層の強化を
図っております。
当社は業務執行の迅速化・効率化を目指して執行役員制度を導入しておりますが、執行役員は
常務会にオブザーバーとして出席する体制をとっております。また、社長以下社内取締役および
一部執行役員による経営戦略会議（戦略確認、実施方針協議）を開催し、情報の相互伝達と迅速
な業務執行に努めております。
当社は、内部統制システムの構築を図るため、代表取締役社長直属の機関として内部監査室

（専任の従業員を３名以上配置）を設置いたしております。内部監査室は、定期、不定期に各部
門の業務執行状況またはコンプライアンスの状況を監査する任務を負っております。監査結果は、
監査役会および取締役会に報告され、必要に応じて是正措置が講じられる体制をとっており、引
き続き監査態勢の強化に向けて鋭意取り組んでまいります。
当社は、コンプライアンスを内部統制システムの構築上、最重要課題の一つと位置付けてお
り、代表取締役社長の直轄組織としてコンプライアンス事務局を企画管理本部総務部内に設置
し、コンプライアンス・プログラム策定に係る基本方針の決定やコンプライアンス態勢の基盤整
備等を行っております。その一環として、グループ会社の全従業員に、フクビ・コンプライアン
ス・マニュアルを配布し、コンプライアンスチェックリストによる定期点検や研修・朝礼等を通
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じてコンプライアンス重視の経営風土の一層の醸成に向けて役職員一丸となって取り組んでおり
ます。
また、法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、内部通報制度を設けて
おります。
リスク管理につきましては、リスクを全社的に統括管理することを目的として、リスク統括部
を企画管理本部に設置しております。内部監査室はリスク統括部と協働で、グループ各社、各部
門の業務プロセスより抽出されたリスクの中から、当社の事業または財務内容に重大な影響を与
える可能性があるリスクを選定し、その対策および効果を監視・検証しております。
このほかにも、職務権限規程や業務分掌規程等の組織規程やリスク管理規程の見直し等、内部
統制システム構築のために必要な統制環境の整備を行っております。

45

010_0679201102006.indd   45 2020/05/19   2:24:07



コーポレート・ガバナンス体制

株 主 総 会

選任・解任 選任・解任 選任・解任

報告

報告

監査

監査

内部監査

相談・指導

社
外
顧
問
弁
護
士

代表取締役社長

コンプライアンス委員会

各部・子会社等

意思決定

選定・監督

指示・報告

内部監査室

監査役会／監査役
監査役　３名

（うち社外監査役２名） 会
計
監
査
人

取締役会／取締役
取締役　10 名

（うち社外取締役 3 名）
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連結計算書類
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連結貸借対照表
（令和２年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流動資産 流動負債
現金及び預金 10,322 支払手形及び買掛金 12,143
受取手形及び売掛金 13,110 短期借入金 319
電子記録債権 2,390 リース債務 241
有価証券 20 未払金 267
商品及び製品 3,315 未払法人税等 143
仕掛品 669 未払費用 1,245
原材料及び貯蔵品 1,152 賞与引当金 531
未収入金 1,108 その他 436
その他 101 流動負債合計 15,326
貸倒引当金 △0
流動資産合計 32,188

固定資産 固定負債
有形固定資産 リース債務 482
建物及び構築物 4,401 長期未払金 317
機械装置及び運搬具 2,464 繰延税金負債 273
工具器具及び備品 254 退職給付に係る負債 52
土地 1,896 固定負債合計 1,123
リース資産 520 負債合計 16,450
建設仮勘定 102
有形固定資産合計 9,637 （純 資 産 の 部）
無形固定資産 株主資本
特許権 14 資本金 2,194
リース資産 146 資本剰余金 1,515
その他 50 利益剰余金 25,978
無形固定資産合計 209 自己株式 △206
投資その他の資産 株主資本合計 29,481
投資有価証券 2,687 その他の包括利益累計額
長期前払費用 179 その他有価証券評価差額金 552
退職給付に係る資産 1,930 為替換算調整勘定 31
繰延税金資産 51 退職給付に係る調整累計額 41
その他 250 その他の包括利益累計額合計 624
投資その他の資産合計 5,098 非支配株主持分 577
固定資産合計 14,944 純資産合計 30,682
資産の部合計 47,132 負債及び純資産の部合計 47,132

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書
（平成

令和
31
２
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 41,265
売上原価 30,114
売上総利益 11,150
販売費及び一般管理費 9,983
営業利益 1,168
営業外収益
受取利息 2
受取配当金 112
固定資産賃貸料 43
その他 128 285
営業外費用
支払利息 9
為替差損 21
その他 27 56
経常利益 1,397
特別利益
固定資産売却益 76
受取保険金 6 81
特別損失
固定資産除却損 10
投資有価証券評価損 32
固定資産圧縮損 6
その他 0 48
税金等調整前当期純利益 1,431
法人税、住民税及び事業税 421
法人税等調整額 59 481
当期純利益 950
非支配株主に帰属する当期純利益 4
親会社株主に帰属する当期純利益 946

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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計算書類
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貸借対照表
（令和２年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （ 43,799）（負 債 の 部） （ 15,829）
流動資産 27,417 流動負債 14,905
現金及び預金 6,746 支払手形 5,556
受取手形 1,163 買掛金 6,642
売掛金 11,561 短期借入金 100
電子記録債権 2,359 リース債務 221
有価証券 20 未払金 261
商品及び製品 2,838 未払費用 1,121
仕掛品 536 未払法人税等 111
原材料及び貯蔵品 839 預り金 42
前払費用 75 賞与引当金 510
未収入金 1,233 その他 342
その他 47

固定資産 16,382 固定負債 924
有形固定資産 8,126 リース債務 417
建物 3,630 長期未払金 317
構築物 192 繰延税金負債 190
機械及び装置 1,865
車両及び運搬具 5 （純 資 産 の 部） （ 27,969）
工具器具及び備品 227 株主資本 27,417
土地 1,662 資本金 2,194
リース資産 446 資本剰余金 1,515
建設仮勘定 100 資本準備金 1,511
無形固定資産 171 その他資本剰余金 4
リース資産 141 自己株式処分差益 4
その他 30 利益剰余金 23,915
投資その他の資産 8,085 利益準備金 465
投資有価証券 2,684 その他利益剰余金 23,450
関係会社株式 1,465 技術開発積立金 110
出資金 9 買換資産圧縮積立金 52
関係会社出資金 263 配当平均積立金 62
関係会社長期貸付金 1,639 別途積立金 10,000
長期前払費用 22 繰越利益剰余金 13,226
前払年金費用 1,871 自己株式 △206
その他 240 評価・換算差額等 552
貸倒引当金 △109 その他有価証券評価差額金 552
資産の部合計 43,799 負債及び純資産の部合計 43,799

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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損益計算書
（平成

令和
31
２
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 38,650
売上原価 28,266
売上総利益 10,384
販売費及び一般管理費 9,378
営業利益 1,005
営業外収益
受取利息 39
受取配当金 139
その他 184 362
営業外費用
支払利息 1
その他 56 56
経常利益 1,312
特別利益
固定資産売却益 76
受取保険金 6 81
特別損失
固定資産除却損 10
投資有価証券評価損 32
固定資産圧縮損 6
その他 0 47
税引前当期純利益 1,346
法人税、住民税及び事業税 369
法人税等調整額 34 403
当期純利益 943

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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監査報告書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和２年５月11日

　フクビ化学工業株式会社
　 取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
北陸事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 栄 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 原 鉄 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フクビ化学工業株式会社の平成31年４月１日か
ら令和２年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、フクビ化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和２年５月11日

　フクビ化学工業株式会社
　 取締役会 御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
北陸事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 栄 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 原 鉄 也 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フクビ化学工業株式会社の平成31年４月
１日から令和２年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成31年４月１日から令和２年３月31日までの第86期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

　③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みに
ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 (貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類 (連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

　④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則
第118条第3号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な
うものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和２年５月12日
フクビ化学工業株式会社 監査役会

常勤監査役 川 瀬 慎 一 郎㊞
社外監査役 玉 井 三 千 雄㊞
社外監査役 藪 原 孝 夫㊞

　

以 上
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株主総会会場ご案内図
令和２年６月 18 日（木曜日）
午前 10 時（受付開始予定時刻　午前９時 20 分）

開催
日時

福井市宝永３丁目１番１号
福井県国際交流会館　地下１階　多目的ホール　TEL.0776-28-8800

交通のご案内
JR福井駅（西口）より徒歩約10分
お車 駐車場の駐車台数に限りがありますので、できるだけ公共交通機関等をご利用願います。

福井県国際交流会館

開催
会場
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